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招集ご通知

（証券コード：2986)
（発送日）2025年３月13日

（電子提供措置開始日）2025年３月７日

株 主 各 位

東京都港区海岸一丁目９番1 8号

株式会社ＬＡホールディングス

代表取締役社長 脇 田 栄 一

第５回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第５回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
　本株主総会の招集に際しましては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子
提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
下さいますようお願い申し上げます。

　当社ウェブサイト　https://lahd.co.jp/ir/info/

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）
のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認下さい。

　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＬＡホ
ールディングス」又は「コード」に当社証券コード「2986」を入力・検索し、「基
本情報」「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会
招集通知／株主総会資料」欄よりご確認下さい。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議
決権を行使していただけますようお願い申し上げます。

（インターネットによる議決権行使の方法）
　インターネットによる議決権行使に際しましては、３～４頁の「インターネット
による議決権行使のご案内」をご確認いただき、2025年３月27日（木曜日）午後７
時までに行使をお願い申し上げます。

（書面による議決権行使の方法）
　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否を表示
し、2025年３月27日（木曜日）午後７時までに到着するようご送付お願い申し上げ
ます。

敬　具
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招集ご通知

１. 日 時 2025年３月28日（金曜日）午前10時（午前９時30分開場）
２. 場 所 東京都港区海岸一丁目11番２号

アジュール竹芝16階　「曙」
（末尾「株主総会会場のご案内」をご参照下さい）

３. 会議の目的事項
報 告 事 項 １．第５期 (自2024年１月１日　至2024年12月31日)

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第５期 (自2024年１月１日　至2024年12月31日)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 資本金の額の減少の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

資本準備金の額の減少の件
剰余金の処分の件
定款一部変更の件
取締役５名選任の件

     

記

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用

紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げます。

◎　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトに

掲載いたします。

◎　書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせて

お送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」を省略しております。

したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人

が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部

であります。

◎　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する

賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◎　株主総会当日までに運営方法等の変更が生じる場合は、適宜当社ウェブサイトにてお

知らせいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

行使
期限

2025年３月27日（木曜日）

午後７時入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使

を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をさ

れた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく

議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さ

い。
２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ

遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを

読み取って下さい。
１ 議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。
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インターネット等による議決権行使のご案内

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利

用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

（受付時間　９:00～21:00）

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

下さい。
４

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力下さい。
２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力下さい。
３

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして

下さい。
１

「次へすすむ」を
クリック
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

事 業 報 告

(自　2024年１月１日
至　2024年12月31日)

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

 　　 当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や円安による

インバウンド需要の拡大などにより、景気が緩やかに回復しております。一方

で、世界的なエネルギー・原材料価格の高騰、金融資本市場の変動などの影響

により先行きについては引き続き注視する必要があります。

　当社グループの主たる事業領域である不動産市場において、不動産投資市場

は、収益不動産に対する国内外投資家の投資意欲の高まりを背景に、堅調に推

移しております。中古マンション市場は、首都圏における成約件数が前期比

3.4％増となり２年連続で前年を上回っております。また、成約価格が１億円

を超える中古マンションの成約件数は前期比37.3％増となり年々増加しており

ます。

　このような事業環境の中、当社グループは、資金調達力の向上を背景に都心

部の好立地にて大型案件の仕入れを強化し、更なる収益獲得を目指しておりま

す。新築不動産販売においては、高付加価値戦略が奏功し、主力とする収益不

動産開発の販売が利益に貢献いたしました。再生不動産販売においては、価格

上昇を背景に、「都心３区」「100㎡」「上質」をキーワードとした１戸当た

り１億円以上の「プレミアム・リノベーション」シリーズの販売が好調に推移

いたしました。それに加え、インベストメントプロジェクト業務において土地

建物などの販売が利益に貢献いたしました。不動産賃貸事業においては、ヘル

スケア施設等の保有資産が安定的に稼働したことなどにより収益に貢献いたし

ました。
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

セグメント 金　額（千円） 構 成 比（％）

不 動 産 販 売 事 業 43,654,795 97.6

（ 新 築 不 動 産 販 売 ） （26,434,896） （59.1）

（ 再 生 不 動 産 販 売 ） （17,219,899） （38.5）

不 動 産 賃 貸 事 業 983,859 2.2

そ の 他 事 業 68,635 0.2

合 計 44,707,290 100.0

これらの結果、当連結会計年度の売上高及び損益に関わる業績は以下のとお

りとなります。

① 売上高

（ⅰ）新築不動産販売は、成長ドライバーとなる収益不動産開発において、

オフィスビル「ＴＨＥ　ＥＤＧＥ」シリーズは３棟を販売（東京都 

目黒区、愛知県 名古屋市、福岡県 福岡市）、商業ビル「Ａ＊Ｇ」シ

リーズは「Ａ＊Ｇ西荻窪」（東京都 杉並区）、「Ａ＊Ｇ井の頭公

園」（東京都 武蔵野市）の２棟を販売、また、土地企画販売におい

て、都心部の高額案件を含めて６件を売却、新築分譲マンションにお

いて、「ラ・アトレレジデンス京都」、「レーヴグランディ東浜Ｓe

ａ＆Ｐａｒｋ」、「レーヴグランディ那覇おもろまち」「レーヴレア

リゼ美栄橋」の４棟が竣工し引渡しを開始したことなどにより、売上

高26,434百万円（前期比72.8％増）となりました。

（ⅱ）再生不動産販売は、主力である戸別リノベーションマンション販売に

おいて「プレミアム・リノベーション」シリーズの販売が好調に推移

したことに加え、インベストメントプロジェクト業務において土地建

物（東京都 渋谷区）などの販売が完了したことにより、売上高

17,219百万円（同13.7％増）となりました。

（ⅲ）不動産賃貸事業は、ヘルスケア施設等の保有資産が安定的に稼働した

ことなどにより、売上高983百万円（同3.0％減）となりました。

　この結果、売上高は44,707百万円（前期比41.9％増）となりました。

　セグメント別売上高の概況は以下のとおりであります。

② 営業利益

　販売費及び一般管理費は、売上高の増加に伴う販売費の増加及び今後の事

業規模拡大に伴う人件費の増加などにより3,689百万円（前期比24.8％増）

となりました。

　この結果、営業利益は7,700百万円（同38.7％増）となりました。
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

③ 経常利益

　営業外収益45百万円、営業外費用897百万円を計上した結果、経常利益は

6,848百万円（前期比38.6％増）となりました。

④ 親会社株主に帰属する当期純利益

　法人税、住民税及び事業税2,243百万円、法人税等調整額△126百万円を計

上した結果、親会社株主に帰属する当期純利益は4,713百万円（前期比

43.1％増）となりました。

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度におきまして、主に不動産賃貸事業のヘルスケア施設及び賃

貸マンションの取得などにより、設備投資等の総額は734百万円となりまし

た。

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、主に不動産販売事業及び賃貸事業を行うた

めに、仕入計画に照らして、必要な資金（金融機関からの借入）を調達し、当

連結会計年度末における借入金残高は47,226百万円となりました。

(4) 対処すべき課題

当社は、持続的成長と中長期的な企業価値向上をグループ経営における最重

要課題と位置付け、これらの実現に向けて対処すべき課題は以下の通りです。

①　財務基盤の強化

持続的成長と企業価値向上の実現に向けて、財務基盤の強化を図りなが

ら将来の成長投資と株主還元の両立を実現していくことを経営課題として

認識しております。自己資本比率20％以上を維持しつつ、25％を目指すと

ともに、ROE20％以上を目標とし、財務健全性を維持しながら資本効率の

向上に努めてまいります。
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

②　既存事業の深化

当社グループが安定的に成長していくためには、フロー型ビジネスの不

動産販売事業とストック型ビジネスの不動産賃貸事業をバランスよく成長

させていくことが重要だと考えております。新築不動産販売においては、

競争優位性のある商品企画により更なる高付加価値化を追求するととも

に、ブランド力向上と地方主要都市へのエリア拡大を図ってまいります。

再生不動産販売においては、１戸当たり１億円以上の「Million-

Renovation」及び１戸当たり10億円以上のハイグレードな邸宅「BILLION 

RESIDENCE」を展開し、プレミアム領域での更なる事業成長を目指してま

いります。不動産賃貸事業においては、既存オペレーターとのリレーショ

ン構築及び優秀な新規オペレーターの発掘に注力するとともに、社会的ニ

ーズの高いヘルスケア施設への積極的な投資を行い、賃貸ポートフォリオ

の最適化を図り長期的に安定した収益の確保に努めてまいります。

③　新規事業の創出

当社グループは、中期経営計画の方針に基づき、新たな収益となる事業

展開を目的として新規事業の創出を重点施策の一つとしております。これ

らの方針のもと、中小企業向け事業再生・事業承継ファンド及びベンチャ

ーファンドへの出資、ベンチャー企業を投資対象とするファンドの設立等

の企業投資事業、Ⅿ＆Ａ支援事業など、新たな価値創造を提供する新規事

業を創出してまいります。また、Ｍ＆Ａによる事業拡大は成長戦略の重要

テーマであり、今後も地方創生、地域経済の活性化を主眼に、継続的な事

業成長を実現する上で地方の有力企業との連携、共同事業の展開などを積

極的に進め、中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。

④　サステナビリティの取り組み

持続可能な社会の実現に向けて、事業活動を通じた社会課題への貢献は

ＳＤＧｓの達成に向けた取り組みを推進する上で重要であると考えており

ます。当社グループにおいては、循環型エネルギー社会の実現に向けた脱

炭素への取り組み、少子高齢社会に対応した商品供給を通じた安心・安全

なまちづくり、ガバナンス体制の強化など、企業が取り組むべき社会課題

の解決も同時に図り、社会価値と企業価値の両立を目指してまいります。
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財産及び損益の状況の推移

期　別

区　分

第２期 第３期 第４期
第５期

(当連結会計年度)

2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期

売 上 高 14,677,428 18,253,108 31,499,316 44,707,290

経 常 利 益 2,847,314 3,730,430 4,941,292 6,848,449

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,959,043 3,381,348 3,293,948 4,713,088

１株当たり当期純利益 410.83円 638.25円 549.10円 759.38円

総 資 産 36,332,523 50,669,236 61,209,909 71,247,790

純 資 産 7,342,560 11,417,648 15,212,696 18,131,540

１ 株 当 た り 純 資 産 1,349.03円 1,947.84円 2,409.00円 2,915.56円

(5) 財産及び損益の状況の推移
　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

（注）１.　１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数に基づ
き算出しております。

２.　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第
３期の期首から適用しており、第３期以降に係る財産及び損益の状況の推移につ
いては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

３.　第４期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第３期
に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させておりま
す。
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重要な親会社及び子会社、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金
当社の

出資比率
主要な事業内容

株式会社ラ・アトレ 490,000千円 100.0％ 新築不動産販売、再生不動産販売

株式会社ＬＡアセット 10,000千円 100.0％ 不動産賃貸

株式会社ラ・アトレレジ
デンシャル

5,000千円 100.0％ 再生不動産販売、不動産販売代理

株式会社ファンスタイル 30,100千円 100.0％
新築分譲マンションの企画開発、
新築不動産販売、再生不動産販売

株式会社ファンスタイル

リゾート
10,000千円 100.0％ 不動産販売代理

名　称 住　所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社ラ・アトレ
東京都港区海岸
一丁目９番18号

3,373,338千円 6,357,188千円

株式会社ファンスタイル
沖縄県那覇市泊
一丁目２番３

1,481,447千円 6,357,188千円

(6) 重要な親会社及び子会社

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）当社の出資比率は、子会社による出資を含めて算出しております。

③　特定完全子会社の状況

(7) 主要な事業内容

　当社は、持株会社としてグループ会社の経営管理及びこれに付帯する業務を

行っております。

　当社グループは、主として不動産販売事業、不動産賃貸事業を行っておりま

す。
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主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先

本　　社：東京都港区海岸一丁目９番18号

株式会社ラ・アトレ ：本社（東京都港区）

　北海道支店（札幌市北区）

　名古屋支店（名古屋市中村区）

　大阪支店（大阪市北区）

　福岡支店（福岡市博多区）

株式会社ＬＡアセット ：本社（東京都港区）

　福岡支店（福岡市博多区）

株式会社ラ・アトレレジデンシャル ：本社（東京都港区）

株式会社ファンスタイル ：本社（沖縄県那覇市）

株式会社ファンスタイルリゾート ：本社（沖縄県那覇市）

(8) 主要な事業所

 　①　当社

　②　子会社

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

新築不動産販売 59名 ６名増

再生不動産販売 17名 ３名増

不動産賃貸事業 ２名 １名減

全社（共通） 24名 ４名増

合計 102名 12名増

従 業 員 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

６名 49.3歳 ４年７か月

(9) 従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況

（注）平均勤続年数は、該当する従業員の当社グループでの勤務開始より算出しておりま
す。

借 入 先 借 入 金 残 高

城 北 信 用 金 庫 4,260,000千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,784,100千円

株 式 会 社 福 岡 銀 行 2,542,024千円

株 式 会 社 東 和 銀 行 2,391,656千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,220,000千円

(10) 企業集団の主要な借入先
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会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 17,000,000株

(2) 発行済株式の総数 6,308,875株

（注）発行済株式の総数は、62,100株増加しております。

　　　　譲渡制限付株式報酬としての新株の発行による増加　21,100株

　　　　新株予約権の行使による新株の発行による増加　　　41,000株

(3) 株主数 8,710名（うち単元株主数 7,113名）

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

三 井 住 友 信 託 銀 行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

670,700 10.9

合同会社城山21世紀投資 376,700 6.1

アジア・パシフィック・
マ ッ ク ス ラ ン ド ・
ジ ャ パ ン 有 限 会 社

320,000 5.2

築 地 株 式 会 社 191,000 3.1

城 間 和 浩 155,000 2.5

昭栄電気工具株式会社 140,000 2.3

友 廣 茂 111,400 1.8

武 藤 伸 司 102,900 1.7

細 川 治 城 102,500 1.7

自 見 信 也 86,600 1.4

Ⅱ　会社の株式に関する事項

(4) 大株主

（注）１．当社は、自己株式を150,136株保有しておりますが、上記大株主からは除外

しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会社の株式に関する事項

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況

　当社は、2024年３月28日開催の第４回定時株主総会決議に基づき、譲渡制限

付株式報酬制度を導入しております。これを受け、2024年４月11日開催の取締

役会において譲渡制限付株式報酬として新株式の発行を決議し、同年５月10日

付で取締役（社外取締役を除く。）３名に対して普通株式20,400株を発行して

おります。この譲渡制限付株式は、2027年５月９日までの間、譲渡、担保権の

設定その他の処分をすることができないものとされております。

(6) その他株式に関する重要な事項

　当社は、2024年５月30日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取

得について決議し、以下のとおり取得いたしました。

　ア．取得対象株式の種類　　当社普通株式

　イ．取得した株式の総数　　150,000株

　ウ．取得価額　　　　　　　652,217,000円

　エ．取得期間　　　　　　　2024年５月31日～2024年７月９日

　オ．取得理由　　　　　　　株主還元及び資本効率の向上を図るとともに、

　　　　　　　　　　　　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を

　　　　　　　　　　　　　　遂行するため。
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会社の新株予約権等に関する事項

第２回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日
2019年４月11日

（注）１
2021年４月15日

（取締役会決議日）

新 株 予 約 権 の 数 1,000個 790個

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式100,000株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式79,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の
発行時の払込金額

（注）２ （注）２

新 株 予 約 権 の
行使時の払込金額

１株あたり１円 １株あたり１円

新 株 予 約 権 の
行 使 期 間

2021年４月27日から
2029年４月10日まで

2023年５月１日から
2031年４月30日まで

新 株 予 約 権 の
行 使 条 件

（注）３ （注）３

役 員 の 保 有 状 況
取締役（社外取締役を除く）

１名　　 80個
取締役（社外取締役を除く）

１名　　335個

第８回新株予約権 第13回新株予約権

発 行 決 議 日
2022年４月14日

（取締役会決議日）
2023年４月13日

（取締役会決議日）

新 株 予 約 権 の 数 600個 350個

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式60,000株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式35,000株
（新株予約権１個につき100株）

新 株 予 約 権 の
発行時の払込金額

（注）２ （注）２

新 株 予 約 権 の
行使時の払込金額

１株あたり１円 １株あたり１円

新 株 予 約 権 の
行 使 期 間

2024年５月３日から
2032年４月30日まで

2025年４月30日から
2033年４月28日まで

新 株 予 約 権 の
行 使 条 件

（注）３ （注）３

役 員 の 保 有 状 況
取締役（社外取締役を除く）

１名　　245個
取締役（社外取締役を除く）

３名　　350個

Ⅲ　会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交

付された新株予約権の状況

（注）１．株式会社ラ・アトレにおける取締役会決議日です。
２．新株予約権の発行時の払込金額

　当社は、本新株予約権の割当てを受ける者に対し、本新株予約権の払込金額の
総額に相当する金銭報酬を支給することとし、この報酬請求権と本新株予約権の
払込金額の払込債務とを相殺する。
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会社の新株予約権等に関する事項

第15回新株予約権 第16回新株予約権

新 株 予 約 権 の 総 数 1,000個 1,000個

新 株 予 約 権 の 目 的 で あ る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式100,000株 普通株式100,000株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権１個あたり

2,070円
新株予約権１個あたり

1,240円

新 株 予 約 権 の 払 込 期 日 2024年８月26日

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

１株あたり6,000円 １株あたり6,600円

新株予約権の行使により株式を
発行する場合における増加する
資 本 金 及 び 資 本 準 備 金

（注）

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件 ―

割 当 先 マッコーリー・バンク・リミテッド

３．新株予約権の行使条件
①　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係

会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この
限りではない。

②　新株予約権者が行使期間の到来前に死亡した場合、その相続人は、本新株予
約権を行使できないものとする。新株予約権者が行使期間中に死亡した場合、
その相続人のうち１名は、本新株予約権の未行使分につき全部を単独で相続す
る場合に限り、本新株予約権を承継できるものとし、①の規定にかかわらず、
本新株予約権を単独で相続したことを証明する書面として会社が指定する書面
（除籍謄本、遺産分割協議書、相続人全員の同意書等）を本新株予約権の行使
請求書に添付することを条件として、新株予約権者の死亡の日から起算して１
年を経過する日と行使期間の満了日のいずれか早い日の到来までの間に限り、
新株予約権者が死亡時に行使することができた本新株予約権を一括してのみ行
使することができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、その相続人は、本
新株予約権を行使できないものとする。

③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発
行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行う
ことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

　　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する状況

　　2024年８月９日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

（注）新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計
算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を
乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上
げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する
資本金の額を減じた額とする。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 脇 田 栄 一

株式会社ラ・アトレ　代表取締役社長

株式会社ＬＡアセット　代表取締役社長

株式会社ラ・アトレレジデンシャル　取締役

取 締 役 自 見 信 也

株式会社ＬＡアセット　取締役

株式会社ファンスタイル　取締役

株式会社ファンスタイルリゾート　取締役

取 締 役 栗 原 一 成

株式会社ラ・アトレ　取締役

株式会社ＬＡアセット　取締役

株式会社ラ・アトレレジデンシャル　取締役

取 締 役 福 田 大 助
山王シティ法律事務所　パートナー弁護士

田中商事株式会社　社外取締役（監査等委員）

取 締 役 秋 元 二 郎
リエゾン・パートナーズ株式会社　代表取締役

日本シニア住宅リース株式会社　代表取締役

常 勤 監 査 役 神 保 剛

株式会社ラ・アトレ　監査役

株式会社ＬＡアセット　監査役

株式会社ラ・アトレレジデンシャル　監査役

株式会社ファンスタイル　監査役

株式会社ファンスタイルリゾート　監査役

監 査 役 佐 藤 明 充
佐藤税理士法人　代表社員

東光監査法人　代表社員

監 査 役 江 口 正 夫 江口・海谷・池田法律事務所　代表者

Ⅳ　会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

（注）１．取締役福田大助氏及び取締役秋元二郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取

締役であります。

２．監査役佐藤明充氏及び監査役江口正夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監

査役であります。

３．取締役福田大助氏、取締役秋元二郎氏、監査役佐藤明充氏及び監査役江口正夫氏

は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

４．監査役佐藤明充氏は公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。
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会社役員に関する事項

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外取締役及び各監査役

との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について法令の定める要件に

該当する場合には、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額と定

めております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、保険会社との間で当社及び当社の子会社の取締役、監査役、執行役

員及び従業員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等

賠償責任保険契約を締結しており、その保険料は全額当社が負担しておりま

す。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為

（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保

険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとなり、１年ごとに契約

更新しております。

　なお、当該保険契約では塡補する額について限度額を設けることにより、被

保険者による職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じ

ております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

①　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　当社の取締役の報酬等は「基本報酬」、「業績連動報酬」及び「譲渡制限

付株式報酬」により、監査役の報酬等は「基本報酬」により構成されてお

り、報酬等の上限額については、次のとおり株主総会の決議により決定して

おります。

・取締役及び監査役の基本報酬の上限額は、2021年３月30日開催の第１回定

時株主総会において、取締役につき年額175百万円以内（ただし、使用人

分給与は含まない。）、監査役につき年額50百万円以内と決議いただいて

おります。なお、同決議時における役員の員数は、取締役５名、監査役３

名であります。

・取締役（社外取締役を除く。）の業績連動報酬の上限額は、2021年３月30

日開催の第１回定時株主総会において、年額50百万円以内とし、当該事業

年度の経常利益を基礎とした目標達成に応じて支給することを決議いただ

いております。なお、同決議時における役員の員数は、取締役（社外取締

役除く。）３名であります。

・取締役（社外取締役を除く。）の譲渡制限付株式報酬の上限額は、2024年

３月28日開催の第４回定時株主総会において、年額100百万円以内とし、

各事業年度に係る定時株主総会から１年以内に発行する普通株式の上限を

100,000株とすることを決議いただいております。なお、同決議時におけ

る役員の員数は、取締役（社外取締役除く。）３名であります。
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区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役

（うち社外取締役）

221,451

(3,000)

85,500

(3,000)

50,000

(－)

85,951

(－)

５

(２)

監査役

（うち社外監査役）

15,750

(4,200)

15,750

(4,200)

－

(－)

－

(－)

３

(２)

合計

（うち社外役員）

237,201

(7,200)

101,250

(7,200)

50,000

(－)

85,951

(－)

８

(４)

②　当該事業年度に係る報酬等の総額

（注）上記「非金銭報酬等」（株式報酬型ストック・オプション報酬及び譲渡制限付株式報

酬）は、当事業年度に費用計上した金額を記載しております。

③　業績連動報酬等に関する事項

　業績連動報酬等に係る業績指標は連結経常利益の額であり、当該指標を選

択した理由は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるためでありま

す。また、業績連動報酬等の額の算定方法は、連結経常利益の額及び目標値

に対する達成度合いに応じた算定方法としております。

　なお、当事業年度を含む連結経常利益の推移は、「Ⅰ　企業集団の現況に

関する事項　(５)財産及び損益の状況の推移」に記載のとおりであります。

④　非金銭報酬等の内容

　非金銭報酬等の内容は株式報酬型ストック・オプション報酬及び譲渡制限

付株式報酬であり、業績及び各取締役（社外取締役を除く。）の貢献度等を

総合的に勘案し、取締役会において決定しております。なお、当事業年度は

３名に譲渡制限付株式報酬として当社普通株式20,400株を割り当てました。

⑤　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

　当社は、2024年３月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容に係る決定方針を変更しております。当該取締役会の決議に際して

は、あらかじめ指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合

していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認

しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　なお、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は、次

のとおりです。
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固定報酬 業績連動報酬 譲渡制限付株式報酬

報酬等の割合

（目安）
40％～60％ 10％～20％ 30％～50％

１．基本方針

（１）当社の取締役の報酬等に関する基本方針は、以下のとおりとする。

①　中長期的な業績向上に対する意欲や士気を高める報酬制度とする

②　株主の利益を重視した業務展開を図る

③　客観性・透明性が十分に担保された決定プロセスとする

（２）取締役の報酬等は、基本報酬としての固定報酬、短期インセンティ

ブとしての業績連動報酬、中長期インセンティブとしての譲渡制限付

株式報酬で構成する。ただし、社外取締役の報酬については、役割及

び独立性の観点から、基本報酬のみで構成する。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報

酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。以下、３及び

４において同じ。）

（１）基本報酬としての固定報酬は、各取締役の役位、役割、職責、在任

年数、業績等を総合的に勘案し、決定する。

（２）基本報酬は、月例の固定報酬として、毎月支給する。

３．業績連動報酬の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

（１）短期インセンティブとしての業績連動報酬は、事業年度ごとの業績

向上に対する意識を高めるため、当該事業年度における連結経常利益

の額を業績指標として、連結経常利益の額及び目標値に対する達成度

合いに応じて決定する。

（２）業績連動報酬は、事業年度終了後、金銭報酬として支給する。

４．非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬）の内容及び額又は数の算定方法

の決定に関する方針

（１）中長期インセンティブとしての譲渡制限付株式報酬は、中長期的な

業績向上に対する意欲や士気を高め、より一層株主の皆様の利益を重

視した業務展開を図ることを目的として、各取締役の役位、役割、職

責、在任年数、業績等を総合的に勘案し、決定する。

（２）譲渡制限付株式報酬は、定時株主総会後、支給する。

５．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業績連動報酬に係る業績指標の目標が達成された場合の各報酬の割

合は、概ね以下を目安として、委員の過半数が独立社外取締役及び独

立社外監査役で構成される指名・報酬委員会（以下「指名・報酬委員

会」という。）の答申を踏まえて取締役会で決定する。

６．個人別の報酬等の額の決定方法

（１）各取締役の個人別の報酬等の額については、指名・報酬委員会にお
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いて審議を行うことで、決定プロセスの客観性・透明性の確保に努め

る。

（２）指名・報酬委員会は、取締役会の諮問機関として、各取締役の個人

別の報酬の額について審議を行い、取締役会に対して答申を行う。

（３）取締役会は、指名・報酬委員会の答申を踏まえて、各取締役の個人

別の報酬の額を決定する。

(5) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

・社外取締役福田大助氏は、山王シティ法律事務所のパートナー弁護士及び

田中商事株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。

・社外取締役秋元二郎氏は、リエゾン・パートナーズ株式会社及び日本シニ

ア住宅リース株式会社の代表取締役であります。

・社外監査役佐藤明充氏は、佐藤税理士法人及び東光監査法人の代表社員で

あります。

・社外監査役江口正夫氏は、江口・海谷・池田法律事務所の代表者でありま

す。

・上記の各社外役員の重要な兼職先と当社との間には特別の関係はありませ

ん。

②　各社外役員の当事業年度における主な活動状況及び社外取締役に期待され

る役割に関して行った業務の概要

・社外取締役福田大助氏は、当事業年度に開催された定時取締役会13回中13

回に出席し、弁護士としての専門的見地から、議案の審議に必要な発言を

適宜行いました。特に、コーポレート・ガバナンスの観点から監督、助言

等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を

果たしております。また、任意に設置されたコンプライアンス推進委員会

の委員として、当事業年度に開催された同委員会３回のすべてに出席し、

弁護士としての専門的な知識と豊富な見識に基づく助言を行うことでコン

プライアンスの向上に貢献いたしました。さらに、任意に設置された指

名・報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された同委員会４回のす

べてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬

等の決定過程における監督機能の向上に貢献いたしました。

・社外取締役秋元二郎氏は、当事業年度に開催された定時取締役会13回中13

回に出席し、経営者としての豊富な経験と見識を活かし、議案の審議に必

要な発言を適宜行いました。特に、アドバイザリー会社の経営者としての

観点から、経営戦略等について監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当

性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、任意

に設置された指名・報酬委員会の委員長として、当事業年度に開催された

指名・報酬委員会４回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役
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員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能の向上に貢献い

たしました。

・社外監査役佐藤明充氏は、当事業年度に開催された定時取締役会13回中13

回に出席し、税理士及び公認会計士としての専門的見地から、議案の審議

に必要な発言を適宜行いました。また、当事業年度に開催された監査役会

15回中15回に出席し、監査の方法その他監査役の職務の執行に関する事項

について必要な発言を適宜行いました。さらに、任意に設置された指名・

報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された指名・報酬委員会４回

のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員

報酬等の決定過程における監督機能の向上に貢献いたしました。

・社外監査役江口正夫氏は、当事業年度に開催された定時取締役会13回中13

回に出席し、弁護士としての専門的見地から、議案の審議に必要な発言を

適宜行いました。また、当事業年度に開催された監査役会15回中15回に出

席し、監査の方法その他監査役の職務の執行に関する事項について必要な

発言を適宜行いました。
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Ⅴ　会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

興亜監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 18百万円

②　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金額 24百万円
（注）１. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関す

る実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂

行状況及び監査報酬見積もりの妥当性について必要な検証を行った結果、

会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っておりま

す。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的

にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人にその職務を適切に遂行することが困難であると

認められる事態が生じた場合、その他解任又は不再任が適切と判断した場合

には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容

を決定します。

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ

る場合には、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集される株主総

会において会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

22



2025/03/04 10:36:10 / 24164695_株式会社ＬＡホールディングス_招集通知_電子提供措置用

会社の業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

Ⅵ　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

１．業務の適正を確保するための体制

　　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

　制」について、次のとおり、取締役会において決議しております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①　法令等の遵守は企業活動において最重要課題のひとつと位置づけ、代表取

締役社長及び各取締役が主導又は関与して法令違反が行われないよう、監督

できる体制を構築・維持する。

②　法令等の遵守の重要性を全役職員に周知徹底するために、「コンプライア

ンス規程」に基づき、代表取締役社長及び各取締役は、率先垂範して取組む

とともに、浸透に努める。

③　法令違反行為又は違反するおそれのある行為等の事実を知った場合の対処

方法などの役職員の義務等を、社内に周知し、コンプライアンス体制を推進

する。

④　反社会的勢力との関係は法令違反に繋がるものと認識し、その取引は断固

拒絶すべく、常に重点項目として対応策を講じる。

⑤　法令違反行為又は違反するおそれのある行為を監視するモニタリング機能

の維持強化に努める。

⑥　法令違反行為が行われた場合に、速やかに対応策を講じることができる体

制を構築するとともに、必要となる対外公表を適時適切に行う体制を構築す

る。

(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

①　企業活動における情報保存管理の重要性を認識し、情報の作成・保存・管

理のあり方を周知徹底するために、社内諸規程を適時適切に見直す体制を維

持する。

②　「情報セキュリティ基本規程」に基づき、重要な情報の漏洩を防ぐ体制を

構築・維持する。

③　適時開示すべき情報が迅速かつ網羅的に収集される体制を構築するととも

に、開示情報に虚偽記載や重大な欠落が起こらないように努める。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　健全な企業活動の維持継続に障害となるリスク等について、リスク管理に

関する規程に基づき、日常的に継続してリスクを認識・分析・評価する体制

を構築するとともに適切に管理する。

②　リスク管理においては、事故事例の掌握、社会的価値観の変化、法的規制

その他経営環境等の変化に応じ、適時適切に対策を講じる。

③　内部監査室はリスク管理状況を監査し、監査結果を代表取締役社長に定期

的に報告するとともに、監査役にも定期的に報告する。
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④　不測の事態が生じた場合や、リスクが顕在化しそうな事象が生じた場合

に、当社内部から速やかに代表取締役社長に報告される体制を構築する。

⑤　不測の事態が生じたり、リスクが顕在化した場合には、速やかに必要なリ

スク管理対策を講じるとともに、適時適切な情報開示を行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役の職務の執行の効率性を確保する体制の基礎として、当社は社外取

締役を選任し、業務執行の管理・監督を行うため、定時取締役会を月１回開

催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、経営会議、その

他の会議体において効率的な意思決定を図る。

②　取締役はそれぞれの担当部門が実施すべき具体的な施策を立案・実施し、

その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

③　取締役の業務執行として、効率的に施策が立案・実施される体制を整備し、

問題があれば適時に見直しを図る。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　取締役会は、当社グループ共通の企業理念・コンプライアンス規程に基づ

き、当社グループ全体に周知徹底を行う。

②　当社グループが行う取引については、法令、定款、企業会計の基準、税法

その他の会社規範に照らし適切なものでなければならない。

③　内部監査室は、当社グループにおける内部監査を実施し、子会社等に損失

のリスクが発生し、これを掌握した場合には、直ちに発見された損失のリス

クの内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響について、代表取締役

社長及び監査役に報告する体制を構築する。

④　当社は、監査役が、当社グループの連結経営に対応したグループ全体の監

視・監査を適正に行えるよう監査法人及び内部監査室との十分な情報交換が

行える体制を構築する。

(6) 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制

①　監査役の職務を補助するため、担当部署及び使用人を定める。

②　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、必要な人員を配置

する。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役の職務を補助すべき使用人を含め、監査役から監査業務に必要な指

示・命令を受けた使用人は、当該指示・命令に関して代表取締役社長、取締

役等の指揮命令を受けない。
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②　監査役の職務を補助すべき人員の人事異動、人事評価、賞罰等について

は、監査役の事前の同意を得るものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

①　取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生す

るおそれがあるとき、取締役・使用人による違法又は不正な行為を発見した

とき、その他監査役が報告すべきものと定めた事項が生じたとき及び監査役

が報告を求めたときは、速やかに監査役に報告する。

②　取締役は、取締役会のほか、監査役が出席する経営会議等重要な会議にお

いて、適時に報告をする。

③　監査役は、重要な会議の資料、業務執行の意思決定に関する資料、その他

重要な書類を適時に閲覧することができる。

④　監査役への報告を理由として役職員を不利に扱うことを禁止する。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　各監査役は相互の協議により、それぞれの業務分担を行う。また各監査役

は取締役会のみならず他の社内会議に出席することができ、かつ必要に応じ

て代表取締役社長に対して必要な調査・報告等を要請することができる。

②　監査役による会計監査については、監査役が当社の会計監査を担当する監

査法人と定期的に情報交換を行うなど連携を図り、実効性を高める。

③　監査役の職務執行に必要な費用は、会社が負担する。

(10) 財務報告の信頼性を確保する体制

①　取締役会は、財務報告とその内部統制に関し、代表取締役社長を適切に監

督する。

②　代表取締役社長は、本体制に基づき、財務報告とその内部統制の構築を行

い、その整備・運用を評価する。
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２．当事業年度における運用状況の概要

(1) 取締役会その他会議体の運用

　当社では、常勤取締役３名及び社外取締役２名で構成される取締役会を毎月

開催しており、法令上の規定事項その他経営に係る重要事項について審議及び

決定を行っております。取締役会においては、社外取締役が第三者的立場で審

議に参加することで、取締役の経営判断に対する監督機能を強化しておりま

す。さらに、取締役会には常勤監査役１名及び社外監査役２名も出席し、取締

役の業務執行を監査する体制を整えております。

　当社子会社では、定期的に常勤取締役及び執行役員で構成される経営会議を

開催し、業務運営に関わる重要な事項を報告、協議しております。また、一定

以上の金額のプロジェクトを開始するに当たっては、常勤取締役及び執行役員

で構成されるプロジェクト会議の決議を必要とし、業務運営の適正性を確保し

ております。

(2) コンプライアンス体制

　当社では、代表取締役社長、取締役１名及び社外取締役１名で構成されるコ

ンプライアンス推進委員会を設置し、法令等の遵守状況に関する定期的な検

証、コンプライアンス規程、ガイドライン、マニュアル等の作成、コンプライ

アンス教育の計画、管理、実施等を行い、コンプライアンス体制の確立に努め

ております。

(3) 監査体制

　当社では、常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成される監査役会を毎月

開催しており、監査計画や監査方針を策定するとともに、業務分担等を決定し

ます。また、それぞれの分担に基づいて実施した監査内容を報告するととも

に、その内容を協議し、経営内容を監視しております。さらに、会計監査人及

び内部監査室と連携し、全社的な業務運営体制について適切な監視を行ってお

ります。

Ⅶ　会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針については特に定めておりません。

　しかしながら、かかる基本方針の策定は、当社のみならず株主や当社の取引

先や従業員等当社の利害関係者においても重要な事項でありますので、当社と

いたしましては基本方針の策定について検討を行っており、今後も検討を継続

していく所存です。

（本事業報告中の記載数値は、金額及び株数については表示単位未満を切捨て、比率その他

については四捨五入しております。）
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連 結 貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

【63,141,140】

13,545,096

398

18,041,579

29,317,991

1,358,533

162,485

715,955

△900

【8,098,370】

（6,737,180)

3,364,616

3,086

80,607

3,100,970

187,900

（41,587)

36,593

4,993

（1,319,602)

655,808

11,100

114,651

297,966

240,076

【8,279】

8,279
　

流 動 負 債 【24,785,888】

買 掛 金 626,045

短 期 借 入 金 11,489,365

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 110,000

１年内返済予定の長期借入金 8,833,842

未 払 金 286,959

未 払 費 用 22,192

未 払 法 人 税 等 1,949,463

未 払 消 費 税 等 24,649

前 受 金 837,428

預 り 金 334,906

前 受 収 益 87,059

賞 与 引 当 金 130,807

役 員 賞 与 引 当 金 50,000

そ の 他 3,168

固 定 負 債 【28,330,361】

社 債 620,000

長 期 借 入 金 26,903,181

繰 延 税 金 負 債 49,506

長期預り敷金保証金 641,437

資 産 除 去 債 務 114,124

そ の 他 2,111

負 債 合 計 53,116,249

純 資 産 の 部

株 主 資 本 【17,963,149】

資 本 金 1,505,755

資 本 剰 余 金 1,766,653

利 益 剰 余 金 15,343,583

自 己 株 式 △652,843

その他の包括利益累計額 【△6,963】

その他有価証券評価差額金 △5,581

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,381

新 株 予 約 権 【175,353】

純 資 産 合 計 18,131,540

資 産 合 計 71,247,790 負 債 純 資 産 合 計 71,247,790

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

科 目 金 額

売 上 高 44,707,290

売 上 原 価 33,316,337

売 上 総 利 益 11,390,953

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,689,963

営 業 利 益 7,700,990

営 業 外 収 益

受 取 利 息 559

受 取 配 当 金 5,347

保 険 返 戻 金 9,845

違 約 金 収 入 7,400

そ の 他 22,071 45,223

営 業 外 費 用

支 払 利 息 634,825

社 債 利 息 8,551

支 払 手 数 料 173,109

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 37,952

社 債 発 行 費 等 償 却 4,488

そ の 他 38,837 897,764

経 常 利 益 6,848,449

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 17,719 17,719

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,830,730

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,243,668

法 人 税 等 調 整 額 △126,026 2,117,642

当 期 純 利 益 4,713,088

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,713,088

（自2024年１月１日　至2024年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

株　主　資　本

資本金 資本剰余金
利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

当期首残高 1,422,753 1,683,651 11,948,536 △626 15,054,315

当期変動額

剰余金（その他資本
剰余金）の配当

△1,318,040 △1,318,040

親会社株主に帰属す
る当期純利益

4,713,088 4,713,088

自己株式の取得 △652,217 △652,217

新株予約権の行使 83,001 83,001 166,003

利益剰余金から資本
剰余金への振替

1,318,040 △1,318,040 －

株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

当期変動額合計 83,001 83,001 3,395,047 △652,217 2,908,833

当期末残高 1,505,755 1,766,653 15,343,583 △652,843 17,963,149

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △1,062 △5,087 △6,149 164,530 15,212,696

当期変動額

剰余金（その他資本
剰余金）の配当

△1,318,040

親会社株主に帰属す
る当期純利益

4,713,088

自己株式の取得 △652,217

新株予約権の行使 166,003

利益剰余金から資本
剰余金への振替

－

株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

△4,519 3,706 △813 10,823 10,009

当期変動額合計 △4,519 3,706 △813 10,823 2,918,843

当期末残高 △5,581 △1,381 △6,963 175,353 18,131,540

（自2024年１月１日　至2024年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 入 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　

【126,930】

86,119

37,511

3,300

【6,230,257】

（74,046)

51,742

22,303

（6,156,210)

207,048

5,738,944

42,841

46,643

90,573

30,159

　

流 動 負 債 【432,965】

１年内返済予定の長期借入金 220,000

未 払 金 109,891

未 払 法 人 税 等 8,741

未 払 消 費 税 等 3,373

預 り 金 5,042

賞 与 引 当 金 32,656

役 員 賞 与 引 当 金 50,000

そ の 他 3,259

固 定 負 債 【205,000】

長 期 借 入 金 205,000

負 債 合 計 637,965

純 資 産 の 部

株 主 資 本 【5,549,450】

資 本 金 (1,505,755)

資 本 剰 余 金 (2,992,243)

資 本 準 備 金 1,766,653

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,225,590

利 益 剰 余 金 (1,704,294)

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,704,294

繰 越 利 益 剰 余 金 1,704,294

自 己 株 式 （△652,843）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 【△5,581】

その他有価証券評価差額金 (△5,581)

新 株 予 約 権 【175,353】

純 資 産 合 計 5,719,222

資 産 合 計 6,357,188 負 債 純 資 産 合 計 6,357,188

（2024年12月31日現在）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損 益 計 算 書

科 目 金 額

営 業 収 益

業 務 受 託 料 433,100

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,426,229 1,859,329

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 486,776

営 業 利 益 1,372,553

営 業 外 収 益

受 取 利 息 17

受 取 配 当 金 1,628

そ の 他 765 2,411

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,780

支 払 手 数 料 7,671

投 資 事 業 組 合 運 用 損 15,496 34,948

経 常 利 益 1,340,017

税 引 前 当 期 純 利 益 1,340,017

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,928

法 人 税 等 調 整 額 △29,593 △23,664

当 期 純 利 益 1,363,681

（自2024年１月１日　至2024年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

株　主　資　本

資本金

資本剰余金
利益

剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 1,422,753 1,683,651 2,543,631 4,227,282 340,613 340,613 △626 5,990,023

当期変動額

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

△1,318,040 △1,318,040 △1,318,040

当期純利益 1,363,681 1,363,681 1,363,681

自己株式の取得 △652,217 △652,217

新株予約権の行使 83,001 83,001 83,001 166,003

株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

当期変動額合計 83,001 83,001 △1,318,040 △1,235,039 1,363,681 1,363,681 △652,217 △440,572

当期末残高 1,505,755 1,766,653 1,225,590 2,992,243 1,704,294 1,704,294 △652,843 5,549,450

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,062 △1,062 164,530 6,153,492

当期変動額

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

△1,318,040

当期純利益 1,363,681

自己株式の取得 △652,217

新株予約権の行使 166,003

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△4,519 △4,519 10,823 6,303

当期変動額合計 △4,519 △4,519 10,823 △434,269

当期末残高 △5,581 △5,581 175,353 5,719,222

（自2024年１月１日　至2024年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 柿 原 佳 孝

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 松 村 　 隆

独立監査人の監査報告書
2025年２月21日

株式会社ＬＡホールディングス

取　締　役　会　御中
興　亜　監　査　法　人
東京都千代田区

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＬＡホールディングスの2024年１月１

日から2024年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社ＬＡホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係

る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整

備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。当監査法人の連結計算書類に対する監

査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を

表明するものではない。連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読

し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識と

の間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容

に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。当監査法人は、実施した作業に基づき、そ

の他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算

書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場

合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内

部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確

実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、

監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結

計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め

られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び

に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切

な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準まで軽減するためにセーフガードを

適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 柿 原 佳 孝

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 松 村 　 隆

独立監査人の監査報告書
2025年２月21日

株式会社ＬＡホールディングス

取　締　役　会　御中
興　亜　監　査　法　人
東京都千代田区

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＬＡホールディングスの2024年

１月１日から2024年12月31日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について

監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整

備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。当監査法人の計算書類等に対する監査

意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表

明するものではない。計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通

読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重

要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な

誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記

載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。その他の

記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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個別会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算

書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、

重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監

査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類

等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計

算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準まで軽減するためにセーフガードを

適用じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年１月１日から2024年12月31日までの第５期事業年度における取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事務所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について適宜報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査結果
（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　　会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年２月28日
株式会社　ＬＡホールディングス　監査役会

常勤監査役 神　保　　剛
社外監査役 佐 藤 明 充
社外監査役 江 口 正 夫

　

監査役会の監査報告書

以　上
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資本金の額の減少議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　資本金の額の減少の件

　資本政策の柔軟性及び機動性の向上並びに株主の皆様への配当原資の確保を

目的として、会社法第447条第１項に基づき、資本金の額の減少を行いたいと

存じます。

　なお、本議案は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の振替処理に

過ぎず、これらにより発行済株式総数及び純資産額に影響を与えるものではあ

りません。

(1) 減少すべき資本金の額

　資本金の額1,505,755,476円を505,755,476円減少し、1,000,000,000円

といたします。

(2) 資本金の額の減少の方法

　減少する資本金505,755,476円の全額をその他資本剰余金に振り替えま

す。なお、発行済株式総数の減少は行いません。

(3) 資本金の額の減少が効力を生ずる日

　2025年３月28日
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資本準備金の額の減少議案

第２号議案　資本準備金の額の減少の件

　第１号議案「資本金の額の減少の件」と同様に、資本政策の柔軟性及び機動

性の向上並びに株主の皆様への配当原資の確保を目的として、会社法第448条

第１項に基づき、資本準備金の額の減少を行いたいと存じます。

　なお、本議案は、貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の振替処理に

過ぎず、これらにより発行済株式総数及び純資産額に影響を与えるものではあ

りません。

(1) 減少すべき資本準備金の額

　 資 本 準 備 金 の 額1,766,653,074 円 を1,516,653,074 円 減 少 し 、

250,000,000円といたします。

(2) 資本準備金の額の減少の方法

　減少する資本準備金1,516,653,074円の全額をその他資本剰余金に振り

替えます。なお、発行済株式総数の減少は行いません。

(3) 資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

　2025年３月28日
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剰余金処分議案

第３号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと考えており、企

業体質の強化と将来の事業展開を勘案しながら業績に応じて配当を実施するこ

とを基本方針とし、１株当たり配当金の安定的な増加を目指しております。

　当期の期末配当につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益をベース

とした配当性向「40％」を目標とする配当方針に基づき、当事業年度の業績等

を勘案し、その他資本剰余金を原資として、次のとおり実施いたしたいと存じ

ます。

　なお、本議案につきましては、第１号議案及び第２号議案が承認可決され、

資本金の額及び資本準備金の額の減少が効力を生じることを条件として提出さ

せていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき　金292円

配当総額　　　　1,798,351,788円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2025年３月31日
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営

む会社及びこれに相当する

事業を営む外国会社の株式

又は持分を所有することに

より、当該会社の事業活動

を支配、管理することを目

的とする。

（１）不動産の売買、仲介及び販

売代理

（２）＜条文省略＞

（３）不動産のコンサルティン

グ、測量及び鑑定

（４）～（６）＜条文省略＞

（７）有料老人ホームその他高齢

者向け施設の開発、所有、賃

貸及び経営

（８）介護保険法に基づく居宅サ

ービス事業及び介護予防サー

ビス事業

（９）中高層共同住宅、オフィス

ビル、店舗ビル等の総合管理

業

（10）＜条文省略＞

（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営

む会社及びこれに相当する

事業を営む外国会社の株式

又は持分を所有することに

より、当該会社の事業活動

を支配、管理することを目

的とする。

（１）不動産の売買、仲介、販売

代理、コンサルティング、測

量及び鑑定

（２）＜現行どおり＞

＜削除＞

（３）～（５）＜現行どおり＞

（６）高齢者向け施設等の開発、

所有、賃貸及び経営並びに介

護に関する事業

＜削除＞

（７）共同住宅及びビル等の総合

管理業

（８）＜現行どおり＞

第４号議案　定款一部変更の件
１　変更の理由
　ホールディングス体制への移行から約５年の経過を機に、事業内容の記載
を整理するとともに、当社グループの事業が拡大及び多様化していることか
ら、今後の新たな事業展開に機動的に対応するため、定款第２条（目的）に
ついて事業目的の追加及び変更を行うものであります。

２　変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

41



2025/03/04 10:36:10 / 24164695_株式会社ＬＡホールディングス_招集通知_電子提供措置用

定款一部変更議案

現行定款 変更案

（11）不動産の賃貸借における賃

料債務等の立替払いその他保

証業務

（12）家具及びインテリア製品の

製造及び販売

（13）有価証券の保有、運用、管

理、売買及び有価証券への投

資

＜新設＞

＜新設＞

（14）～（15）＜条文省略＞

（16）第二種金融商品取引業、投

資助言・代理業、投資運用業

及び投資顧問業

＜新設＞

（17）～（18）＜条文省略＞

（19）再生可能エネルギーによる

発電事業

（20）＜条文省略＞

（21）電気通信事業、電力サービ

ス事業その他電気通信事業法

に基づく事業

（22）＜条文省略＞

（23）資産運用、資金調達、経

営、財務、経理、総務等に関

するコンサルティング及び事

務受託業務

＜削除＞

（９）住宅設備、建築資材、家具

及びインテリア製品等の製造

及び販売

（10）有価証券等の保有、管理、

各種コンサルティング業務

（11）Ｍ＆Ａに関する仲介、斡

旋、コンサルティング及びア

ドバイザリー業務並びに国内

外の各種企業及び各種事業へ

の投資及び出資

（12）投資事業組合、投資事業有

限責任組合等への投資、出資

及びその管理運営業務

（13）～（14）＜現行どおり＞

（15）金融商品取引法に基づく金

融商品取引業

（16）不動産投資顧問業

（17）～（18）＜現行どおり＞

（19）発電及び電力サービス事業

（20）＜現行どおり＞

＜削除＞

（21）＜現行どおり＞

＜削除＞
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（24）～（27）＜条文省略＞

（28）広告宣伝、出版等の企画、

制作、販売及び代理業務

＜新設＞

（29）講演会、セミナー、シンポ

ジウムその他イベントの企画

及び運営

（30）～（31）＜条文省略＞

（32）その他前各号に附帯関連す

る一切の事業

＜新設＞

（22）～（25）＜現行どおり＞

（26）講演会、セミナー、シンポ

ジウムその他イベントの企画

及び運営並びに広告宣伝、出

版等の企画、制作、販売及び

代理業務

（27）ＤＸ（デジタルトランスフ

ォーメーション）に関するサ

ービス及びコンサルティン

グ、情報処理サービス及び情

報提供サービス並びに各種ソ

リューションサービスの提供

＜削除＞

（28）～（29）＜現行どおり＞

（30）その他前各号に附帯又は関

連する一切の事業

２　当会社は、前項各号の事業及

びこれに附帯又は関連する一切

の事業その他前項の目的を達成

するために必要な事業を営むこ

とができる。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

１

わき

脇

 

　
た

田

 

　
えい

栄

 

　
いち

一

(1968年７月30日生)

2012年２月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）取締役

2012年６月 株式会社ラ・アトレ代表取締役副社

長

2013年３月 同社代表取締役社長（現任）

2020年３月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）代表取

締役社長（現任）

2020年７月 当社代表取締役社長（現任）

2024年３月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

取締役（現任）

83,700株

２

じ

自

 

　
み

見

 

　
のぶ

信

 

　
や

也

(1961年９月29日生)

1985年４月 セントヒルズ販売株式会社入社

1990年12月 株式会社ラ・アトレにじゅういち

（現株式会社ラ・アトレ）設立

常務取締役

1996年６月 同社専務取締役

2009年３月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）代表取

締役社長

2009年６月 株式会社ラ・アトレ代表取締役副社

長

2012年２月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）取締役

2012年４月 同社代表取締役社長

2012年６月 株式会社ラ・アトレ取締役

2016年８月 株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）取締役

2020年３月 株式会社ＬＡソリューション（現株

式会社ラ・アトレレジデンシャル）

取締役

2020年７月 当社取締役（現任)

2022年３月　株式会社ＬＡアセット取締役（現

任）

2023年１月 株式会社ファンスタイル取締役（現

任）

株式会社ファンスタイルリゾート取

締役（現任）

86,600株

第５号議案　取締役５名選任の件

　取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役５名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

３

くり

栗

 

　
はら

原

 

　
かず

一

 

　
なり

成

(1971年７月23日生）

1996年４月 三井物産株式会社入社

2000年７月 ＩＮＧベアリング証券会社入社

2001年４月 日興證券株式会社（現ＳＭＢＣ日興

証券株式会社）入社

2003年３月 プリヴェチューリッヒ企業再生株式

会社（現プリヴェ企業再生グループ

株式会社）取締役最高財務責任者

2005年１月 日興アントファクトリー株式会社

（現アント・キャピタル・パートナ

ーズ株式会社）入社

アント・コーポレートアドバイザリ

ー株式会社（現ＡＣＡ株式会社）取

締役

2011年３月 クレディ・スイス証券株式会社入社

クレディ・スイス銀行東京支店入行

2019年５月 株式会社ラ・アトレ執行役員

2020年３月 同社取締役（現任）

株式会社ラ・アトレレジデンシャル

（現株式会社ＬＡアセット）取締役

（現任）

株式会社ＬＡソリューション（現株

式会社ラ・アトレレジデンシャル）

取締役（現任）

2020年７月 当社取締役（現任）

31,500株

４

ふく

福

 

　
だ

田

 

　
だい

大

 

　
すけ

助

(1955年10月27日生)

1980年４月 日本航空株式会社入社

1985年４月 株式会社日本興業銀行海外調査部出

向（現株式会社みずほ銀行）

1990年４月 弁護士登録

1998年６月 田中商事株式会社社外監査役

2004年６月 ジャパンパイル株式会社社外監査役

2011年９月 法政大学経営大学院講師

2016年６月 田中商事株式会社社外取締役（監査

等委員）（現任）

2018年９月 山王シティ法律事務所パートナー弁

護士（現任）

2019年３月 株式会社ラ・アトレ社外取締役

2020年７月 当社社外取締役（現任）

―株
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

５

あき

秋

 

　
もと

元

 

　
じ

二

 

　
ろう

郎

(1956年７月５日生)

1981年４月 興銀リース株式会社（現みずほリー
ス株式会社）入社

1989年12月 野村ファイナンス株式会社入社
2000年１月 野村證券株式会社入社
2000年６月 野村キャピタル・インベストメント

株式会社取締役
2000年９月 ＮＣＩキャピタル株式会社代表取締

役
2003年10月 野村プリンシパル・ファイナンス株

式会社不動産投資チーム・ヘッド
2005年３月 野村證券株式会社退社
2005年３月 リエゾン・パートナーズ株式会社設

立　代表取締役（現任）
2013年５月 日本シニア住宅リース株式会社設立

代表取締役（現任）
2021年３月 当社社外取締役（現任）

―株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．福田大助氏及び秋元二郎氏は、社外取締役候補者であります。また、両氏は、現

在、当社の社外取締役でありますが、両氏の社外取締役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって福田大助氏が４年９か月、秋元二郎氏が４年となります。

３．当社は、福田大助氏及び秋元二郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して同取引所に届け出ており、原案どおり両氏の再任が承認された場合、引き続
き両氏を独立役員として届け出る予定です。

４．社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
　福田大助氏は、過去に社外取締役又は監査役となること以外の方法で企業経営
に関与したことはありませんが、弁護士としての企業法務及びコーポレート・ガ
バナンスに関する専門的な知見を活かし、社外取締役として公正かつ客観的な立
場で、当社の業務執行に対して監督、意見等をいただいております。引き続き取
締役会の意思決定に際し、大所高所から監督、助言等をいただくことを期待し
て、社外取締役候補者としております。また、同氏が選任された場合は、引き続
き指名・報酬委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に関し、独
立した立場から関与いただく予定です。
　秋元二郎氏は、ヘルスケア施設事業分野における資金調達、投資、Ｍ＆Ａ等に
係るアドバイザリー会社の経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、社
外取締役として公正かつ客観的な立場で、当社の業務執行に対して監督、意見等
をいただいております。引き続き取締役会の意思決定に際し、適切な監督、助言
等をいただくことを期待して、社外取締役候補者としております。また、同氏が
選任された場合は、引き続き指名・報酬委員として当社の役員候補者の選定や役
員報酬等の決定に関し、独立した立場から関与いただく予定です。

５．当社は、福田大助氏及び秋元二郎氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を、職務を行うにあたり善意かつ重大な
過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする旨の責
任限定契約を締結しております。原案どおり両氏の再任が承認された場合、両氏
との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。
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取締役選任議案

項目

企業経営
業界経験

（不動産）

財務・会計・

ファイナンス

法務・

コンプライアンス

ＥＳＧ・

サステナビリティ
Ⅿ＆Ａ

取

締

役

脇田　栄一 ● ● ● ● ●

自見　信也 ● ●

栗原　一成 ● ● ● ●

福田　大助 ● ● ●

秋元　二郎 ● ● ● ● ●

監

査

役

神保　剛 ● ● ●

佐藤　明充 ● ●

江口　正夫 ● ● ●

６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の「Ⅳ　会社役

員に関する事項（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に記載のとおり

です。各取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険

者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同

内容での更新を予定しております。

７．各取締役候補者の選定にあたっては、委員の過半数を独立社外取締役及び独立社

外監査役で構成する指名・報酬委員会への諮問を経ております。

【ご参考】　取締役及び監査役のスキル・マトリックス

以上
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地図

案内図
　　東京都港区海岸一丁目11番２号
　　アジュール竹芝16階「曙」
　　TEL：03-3437-2011

〈会　場〉

＜交通アクセス＞
JR山手線・京浜東北線浜松町駅北口より徒歩７分。
羽田空港から東京モノレール利用で浜松町駅まで23分。
都営地下鉄浅草線・大江戸線大門駅<Ｂ１出口>より徒歩８分。
東京臨海新交通「ゆりかもめ」竹芝駅より徒歩１分。

株主総会会場のご案内

至　三田 都営浅草線 大門駅 至　新橋

至　新橋至　田町

至　芝浦

至　汐留

第一京浜
Ａ２出口

Ｂ２出口
Ｂ１出口

Ａ１出口

世界貿易
センター

ビル東京モノレール

ＪＲ浜松町駅
北口

旧芝離宮
恩賜庭園

浜離宮恩賜庭園

首都高速１号羽田線

芝商業
高校産業貿易

会館

東京臨海新交通
「ゆりかもめ」

竹芝駅

ニューピア竹芝
サウスタワー ニューピア竹芝

ノースタワー

東京湾
竹芝桟橋

アジュール
竹芝

首
都
高
速
都
心
環
状
線

都
営
大
江
戸
線

竹
芝
通
り

東
京
ガ
ス

東京臨海新交通
「ゆりかもめ」

ニューピア竹芝
サウスタワー ニューピア竹芝

ノースタワー

東京湾


